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通信・放送事業者団体の環境自主行動計画の取組について

● 電気通信審議会答申（平成１０年５月）により、通信･放送関係業界の地球温暖化対策の実施状
況について、情報通信審議会総会によるフォローアップを実施してきたところ。

「情報通信を活用した地球環境問題への対応」（平成１０年５月）（抜粋）

● また、２００８年（Ｈ２０）３月の京都議定書目標達成計画全面改定により、２００８年から２０１２年
までの第１約束期間における温室効果ガス６％削減（１９９０年比）に向け、政府全体の取組を強
化。

● これにより、各事業者団体は、単位当たりの電力消費量等の削減目標を明示した「自主行動計
画」を定め、定量的な指標による削減の取組を開始。

● 第２４回情報通信審議会総会（平成２２年７月開催）において、総会ではなく、１２月頃に情報通
信技術分科会等に報告することとなった。今回は、本件の進捗状況について報告。

改定 京都議定書目標達成計画（平成２０年３月２８日 閣議決定）（抜粋）

第２章 第３節 個々の対策に係る目標
（略） 対策評価指標は、温室効果ガス別の目標及びエネルギー起源二酸化炭素の部門別の排出量の目安を達成するための個々の対策
に係る目標として定める。（略）

昨年１１月、当審議会は地球温暖化対策に焦点を絞った中間取りまとめを公表し、その中で「情報通信事業分野における自主的計画策定の支
援」を提言した。これを受け、郵政省では、通信・放送関係業界に自主行動計画の策定を要請し、現在、業界団体において自主行動計画の策定
に向け、作業が進められているところである。
今後、自主行動計画を確実に推進するため、地球温暖化対策の実施状況について、年１回、当審議会を活用したフォローアップを行うこととす

る。
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京都議定書自主行動計画の進捗状況（２０１０年度実績）

○電気通信事業者協会、日本民間放送連盟、衛星放送協会は、目標指標の原単位が２０１０年度実績において、目標水準を達
成している。ただし、今後、携帯電話の高機能化に伴う設備増強等による原単位の上昇が予想され、更なる検証や継続した取
組が必要。

○また、目標水準を達成できなかったテレコムサービス協会、日本放送協会、日本インターネットプロバイダー協会においては、
目標水準に対し順調に推移しており、今後その確実な目標に向けた取組の推進を期待。

対策・施策の進捗状況に対する評価

団体名 目標指標
基準年度

【基準年原単位】
目標水準

【目標原単位】

２０1０年度実績
(基準年度比)
【実績原単位】

CO2排出量
万t-CO2

（昨年度）

(社)電気通信事業者協会
電力消費量

エネルギー原単位＝ （kwh/件）
契約数

１９９０
【６２.２】

▲３０％
【４３.５】

▲４４.５％
【３４.５】

３５６.０
（３６８.４）

(社)テレコムサービス協会
電力消費量

エネルギー原単位＝ （kwh/万円）
売上高

２００６
【４.０６】

▲１％
【４.０１９】

▲０.９８％
【４.０２】

５.５０
（４.９９）

（社）日本インターネットプ
ロバイダー協会

電力消費量
エネルギー原単位＝ （kwh/Mbps）

トラフィック量

２００８
【０.７１０】

▲１％
【０.７０２９】

１５.５％
【０.８２】

０.０１５
（０.０１６）

(社)日本民間放送連盟
CO2排出量

CO2排出原単位＝ (t-CO2/億円)
放送に関わる有形固定資産額

２００４
【１３４.５】

▲１０％
【１２１.３】

▲３０.８％
【９３.０８】

３０.４
（３１.４）

(社)日本ケーブルテレビ
連盟

電力消費量
エネルギー原単位＝ （kwh/世帯）

接続世帯数

２００６
【６.３３】

▲６％
【５.９５】

▲１.４％
【６.２４】

４.４０
（３.４３）

(社)衛星放送協会
電力消費量

エネルギー原単位＝ （kwh/㎡）
床面積

２００６
【２９２.０】

▲１０％
【２６３.０】

▲１１.０％
【２６０.０】

０.５０
（０.４１）

日本放送協会
CO２排出量

CO２排出原単位＝ (t-CO2/百万円)
有形固定資産総額

２００６
【０.２６１】

▲８％
【０.２４0】

▲５.７％
【０.２４６】

２３.９
（２３.６）
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通信・放送関係団体の京都議定書自主行動計画の進捗状況（基準年比推移）
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-0.98%

15.5%

-30.8%

-1.4%
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２００８年度

２００９年度

２０１０年度

基準年の原単位を基準とした増減率の推移

○日本ケーブルテレビ連盟を除く、通信・放送事業者全体で前年度より原単位が改善出来ている。
○日本ケーブルテレビ連盟においては、デジタル放送移行後もアナログ放送とデジタル放送を両方配信し続けており、電力消

費量が多いため。
○インターネットプロバイダー協会はCO2排出権取引に使用した削減量の一部を除いたため、原単位が大きくなっている。

各団体の目標水準
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参考資料

ＩＣＴと気候変動に関する総務省の主な取組



ＩＣＴ利活用によるＣＯ２削減への貢献

○ICTの利活用によるCO2削減が期待。（総務省試算：12.3%の削減可能性 (90年比)）

○総務省目標：２０２０年までにICTパワーによるCO2排出量１０%以上(９０年比）の削減
○国際的に認められたICTによるCO2排出削減量計測手法が未策定。
○国際電気通信連合（ＩＴＵ）にて、評価手法の標準化作業を開始。（韓国、EUなどが積極的に標準化作業に参加）
○ICTの利活用による東日本大震災以降の電力需給のひっ迫対策も期待。

（国際電気通信連合（ＩＴＵ）は、電気通信に関する国際協調を目的とした国際連合の専門機関の一つ）

ＩＣＴ分野全体のＣＯ２排出量とＩＣＴの利活用によるＣＯ２削減効果

○｢ ICT分野そのものの環境負荷軽減(Green of ICT)｣と｢ ICTの利活用による社会経済活動の環境負荷軽減(Green by 
ICT)｣それぞれの評価方法や標準化モデルを策定し、ITU等へ標準化提案を行う。
→2011年11月には「グリーンデータセンタのベストプラクティス」がITU‐Tで勧告化。

○ICT分野における低炭素社会促進事業により、ICT利活用によるCO2削減効果の評価手法の標準化作業を主導。

→ＣＯ２削減に有効なICT利活用を促進。
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クラウド技術等のＩＣＴの進展によって、データセンタの利用は今後飛躍的に拡大することが考えられてお
り、これに伴い、消費電力も増大する。データセンタの消費電力のうち、空調及び電源分配によるものは５
０％を超え、これらの消費を抑えることにより、データセンタ全体の消費電力量の低減を図ることができる
総務省では、平成２１年度より、空調や電源分配の消費電力を低減を図るための実証実験を行っている。

熱 熱 熱

空調による冷却

外気導入によ
る冷却

外気や雪氷等を利用
した空調方式

都心近郊データセンター

PUE1.5～2.5

低温地域データセンター

PUE1.2～1.5

高速ネットワーク
仮想化（共通基盤）

PUE/CO2排出量
監視・管理サーバ

気象データ

サーバと空調の
統合運転管理等

電源設備 IT機器内

ＤＣ
300V以上

３.３Ｖ
ｅｔｃ．

ＤＣ
｜
ＤＣ

ＡＣ
｜
ＤＣ商

用
電
源 高圧直流受電

CO2 CO2

効率的な給電方法

変換ロス：小
外気空調

気化式空調

一般空調

ダイレクト空調

異なる方式の空調の組み
合わせ及び効率的な運転

管理サーバ

出典：“Powering Compute Platforms in High Efficiency Data Centers”
(Intel Developer Forum, Fall2006) をもとにＮＥＣ作成

付帯設備の

使用電力削減

IT機器自身の
使用電力削減ファンファン ４％４％電源電源

１３％１３％

空調空調
４４％４４％

ＵＰＳ
電源分配

７％

ＣＰＵ、メモリ、ＨＤＤＣＰＵ、メモリ、ＨＤＤ
３２％３２％

平成21年度

平成22年度 平成23年度

H21年度～23年度 Green of ICT: データセンターによる実証実験例 6



ITU-T勧告「ｸﾞﾘｰﾝﾃﾞｰﾀｾﾝﾀのためのﾍﾞｽﾄﾌﾟﾗｸﾃｨｽ」について

る。

クラウド技術等のＩＣＴの進展によって、データセンタの利用は今後飛躍的に拡大することが想定されてお
り、これに伴い、消費電力も増大する。本勧告では、管理者等が、データセンタの建設・改修・運用を行うに
あたり、環境負荷の低い設備、機器の導入や管理方法等を実施する上でのベストプラクティスを提示す
る。

熱 熱 熱

空調による冷却

外気導入によ
る冷却

外気や雪氷等を利用した
空調方式

外気空調

気化式空調

一般空調

ダイレクト空調

スペース効率を考慮した異なる方式の空調の
組み合わせ及び効率的な運転

管理サーバH21年度 H22年度

Best practices for green data center (グリーンデータセンタのためのベストプラクティス）

※平成２３年１１月２９日付でITU-T勧告L.1300として承認され、平成２３年１２月１日付で公表されました。

勧告名

目的

①寒冷地域特性を活用した「氷雪エネルギー」及び「外気冷房」による空調方式の実証実験(総務省平成
21年度）及び②スペース効率を考慮した異なる方式の空調の組み合わせ及び効率的な運転に関する実証
実験（総務省平成22年度）が勧告において具体的なベストプラクティスとして採用。

主なポイント
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H23年度 Green by ICT: ICTの利活用による環境負荷軽減の実証実験

企業ビル等と家庭の2つのフィールドにおいてICTを活用したCO2排出量削減効果の検証を実
施する。（BEMS・HEMS）

ICTを利活用し、電力等のエネルギー消費量を測定すると共にそれらの情報をネットワークに
より集約し、効果的にエネルギー消費削減を実現する自動制御システム等を構築し、 オフィスビ
ル及び住宅のそれぞれにおいて、システム導入前／後のエネルギー消費量を測定してCO2排
出量削減効果を算出・検証する。

人体感知センサー

子供部屋

寝室

無線計測アダプタ装置
（コンセント子機）
（情報収集用）

電力モニター

無線計測アダプタ装置
（親機）

（情報収集用）

居間
キッチン

表示・監視用PC

HEMSサーバ

ネットワーク機器

温湿度センサー
（子局）

照明
温湿度セン
サー
（親局）

熱源 空調

ネットワーク機器

【管理室】

中央監視装置（BAS/BMS）、BMSソフトウェア、
ビル監視制御システム、可視化・分析アプリ、監視PC

ＩＣＴの徹底活用による各分野のグリーン化

環境クラウド
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ITU(国際電気通信連合)におけるICTと気候変動に関する標準化

ITU-T SG5におけるICTと気候変動に関する検討

Q17:ICT装置のエネルギー効率･気候変動に関する標準化活動の強調

Q18:ＩＣＴによる環境への影響の評価方法

Q19:給電システム

Q22:発展途上国における低コストで持続可能な通信インフラの構築

Q23:環境保護とICT装置 ・機器のリサイクル

検
討
課
題

と
気
候
変
動
に
関
す
る
勧
告
等

ＩＣＴ

関係国から将来の勧告化を目指して寄書提案

提
案
寄
書
を
基
に
勧
告
化
等
に
向
け
た

関
係
国
に
よ
る
検
討

総務省では寄書提案に必要となる客
観的な信頼性の高い資料を収集の
ため、実証実験等を実施

Energy efficiency for ICT equipment and Climate Change standards harmonization

Methodology of environmental impact assessment of ICT

Power feeding systems

Setting up a low cost sustainable telecommunication infrastructure for rural communications in 
developing countries

Using ICTs to enable countries to adapt to climate change

ITU研究会期２００９年

ＳＧ５活動
開始

２０１２年
次期研究期間

京都議定書第１約束期間 ポスト京都議定書

Q21:環境保護とICT装置･機器のリサイクル
Environmental protection and recycling of ICT equipments/facilities 
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